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1V．まとめ

1．はじめに

　1．はじめに

　POSデータ、スキャンパネルデータの入手可能性の増大により、計量的な分析の機

会が増大した。90年代半ばに流通の効率化を図る動向が活発になると、それらのデー

タを有効に利用しようという試みが数多く為されるようにならた。それと同時に、メ

ーカーと小売業の協力体制を図る動きが活発となった二「製販同盟」という言葉まで

生み出したこの現象は、業種を超えた情報の共有を促した。例えば、トイレタリー・

メーカーの花王は、取引先小売店の取扱製品のPOSデータの解析や棚位置の分析等

によってロスを減らし、と同時に売上を伸ばすことに成功している注1。このような情

1主1山田（1994）参照

23



報の共有により、それまでは見られなかった垂直的な方向からの効率化を図ることが

可能になってきた。このような事例は枚挙にいとまがない。

　このような動きは、セールス・プロモーションの視点からも可能と考えられる。渡辺

（1987）も指摘しているように、広告と店頭刺激のタイミングを連動の仕方について探

求する必要があると考えられる。また、Jones（1995）は、価格と広告が別々に操作され

た場合よりも、価格と広告の量が同時に操作された場合の方がそのシェアは大きく増

加することを示している。すなわち、メーカーの提供するマス媒体を中心とした広告

と、小売店店頭における店頭プロモーションとの連動は、効果的なプロモーションに

つながり、結果として利益率の向上、売上の拡大につながる。

　しかしながら、マーケティング研究の視座から、広告と店頭プロモーションとの連

動を考慮した研究は多いとはいえない。広告と店頭プロモーションはそれぞれの立場

からのセールス・プロモーション手段として、個別の研究対象としてみなされてきて

いるというのが現状である。本稿は、メーカーのプロモーションとしてのマスコミ広

告と小売店のプロモーションとしての価格プロモーションに焦点を当てて、広告効果

測定モデルの構築を試みるものである。

　2．本研究の目的と研究対象領域

　以上の事柄に基づいて、ここに本稿の目的を明確にしておく。

　本稿は価格プロモーションに基づく消費者の価格感度への広告の影響を考慮した広

告の効果測定モデルの構築を目的とする。効果測定モデルの構築に際して、広告効果

測定モデルの中で比較的よく知られているSimonのADPULSモデルをべ一スにする。

　また、本稿における研究対象領域を明確にしておく。広告とセールス・プロモーシ

ョンの組み合わせに関しては以下のように分類できる。

図表1－1
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1．メーカー広告と非価格プロモーション

II．小売広告と非価格プロモーション

24



価格感度への効果を考慮した広告効果測定モデルの構築
～変動パラメータのADPULSモデルへの適用～　（奥瀬）

IIL小売広告と価格プロモーション

IV．メーカー広告と価格プロモーション

　本来ならばこれらすべての要因を考慮した上で、分析を進めていくべきであろう。

しかしながら、本稿においては、焦点を絞ることで議論の明確化を図るため、IVのメ

ーカー広告と価格プロモーションとの関係性を研究対象領域として扱っていく。ここ

で、メーカー広告とはメーカーによるマスコミ四媒体を中心とした広告を指し、小売

広告とは小売店によるチラシを中心とした広告を指している。

　3．本研究の意義

　本稿は以下の2つの点において示唆を与える。

①広告戦略と価格戦略の整合可能性の増大

　以前は、プランドの知名やイメージ構築のための広告戦略を行うのはメーカー、値

引き等のプロモーションを行うのは小売店という構図が一般的であった。しかし、

「製販同盟」以後、垂直的な方向から広告と価格プロモーションの効率化の可能性が増

大した。このことはメ・一一カー広告と小売店店頭でのプロモーションを効果的に連動さ

せる動きであるといえる。本稿で提示するモデルは、メーカー広告と店頭SPの

一要素である価格プロモーションの最適化を図る上でのべ一スとなりうるモデルである。

②統合型マーケティングコミュニケーションの動き

　90年代に入ってからSchultz　et　al．（1993）によって統合型マーケティング・コミュニ

ケーション（lntegrated　Marketing　Communication：IM〈））という考え方が提唱さ

れるようになってきた。この考え方は、消費者とのコミュニケーションの手段として

の広告戦略とセールス・プロモーションなどのマーケティング戦略は連動されるべき

であるというものである。この考えに照らした時、広告のスケジューリングと価格プ

ロモーションの関係性の考察及び、それを踏まえたモデル構築は有効であると考えら

れる。

II．マスコミ広告と価格プロモーション

　1．広告とプロモ・一ションの関係姓に関する研究　　　，，

　ここで広告と価格の関係性に関してこれまでどのような研究が為されてきたかを顧

みていくことにする。

　マス媒体による広告効果と価格プロモーション効果の相関を指摘する研究、またそ

れらの連動の必要性を指摘する研究はいくらか見られる。

　マス媒体と価格プロモーションの関係性を指摘している研究としては、Mela　et　al．
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（1997）などがある。Mela　et　al．（1997）は、その実証研究の結果に基づいて、広告量の

減少は、ブランドにロイヤルでない消費者を価格にセンシティブにさせると記述して

おり、広告が価格プロモーションの効果を弱める働きを持っていることを示している。

　また、広告と価格プロモーションの連動の必要性を指摘する研究としては、渡辺

（1987）がある。この研究は店外刺激としての広告と店頭刺激としてのプロモーション

の関係性に関して言及したものである。この研究では購入時に当該商品の購買きっか

けと理由をアンケートしており、その結果、『第一に店頭刺激が購入に直接的に効果

があること、第二に広告の直接的効果は存在するものの、その間接的効果（店頭刺激

により広告を想起することが購入に結びつく）が大きい』という結論を導出し、広告

と連動刺激の連動の必要性を強調している。

　上述の指摘の通り、広告とプロモーションに何らかの有意な関係性が存在すると考

えられる。広告要因と価格要因の関係性に関する既存研究においては、広告要因が価

格要因に与える影響、即ち、広告の価格感度（価格反応度）に与える影響についての

研究は多い。上述のMela　et　al．（1997）もこの範疇への示唆を提供している研究といえ

よう。ここでは、奥瀬（1997）をもとに、それらの研究に関して触れておく。

　広告が消費者価格感度に与える影響に関する研究としては、大きく分けて消費者の

価格感度を上げると主張する研究と下げると主張する研究がある。そして、80年代以

降、広告の内容等により、価格感度を上げる場合と下げる場合に場合分けする研究が

見られるようになった。ここでは、それらに関して順に見ていく。

　消費者の価格感度を上げるという主張の理論的根拠を最初に示したとされる研究が

Nelson（1974）である。　Nelson（1974）は、広告の投入は消費者の持つ考慮集合を大き

くし、その結果、消費者は考慮集合内の多くのブランドを比較する際に価格に注目し、

消費者の価格感度を高めるというものである。このNelson（1974＞の考え方は情報理

論（Information　Theory）と呼ばれる。情報理論を支持する結果となった実証研究と

しては、Bucklin（1965），　Cady（1976），　Woodside　and　Waddle（1975），　Eskin　and

Baron（1977），Wittink（1977），Steiner〈1973）がある。

　一方で、広告は消費者の価格感度を下げるという主張の理論的根拠を明示したの

は、Comanor　and　Wilson（1979）である。　Comanor　and　Wilson（1979）は、広告は製

品差別化を高めるために投入され、広告ブランドへのプランドロイヤルティを高め、

故にブランド選択要因としての価格感度を低めるとした。この考え方は市場支配力理

論くMarket　Power　Theory）と呼ばれる。市場支配力理論を支持する実証研究として

は、Prasad　and　Ring（1976），Krishnamurthi　and　Raj（1985），Vanhonacker（1989）が

ある。
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　消費者の価格感度を上げる場合と下げる場合があるということを示した研究として

は、Gatignon（1984）、　Popkowski　and　Rao（1990）、　Kaul　and　Wittink（1995）、

Mitra　and　Lynch（1995，1996）、　Farris　and　Albion（1980）による研究などがある。中

でもPopkowski　and　Rao（1990）、　Kaul　and　Wittink（1995）は、広告の種類によっ

て、価格感度への影響が異なることを示した研究である。これらについて簡単に触れ

ておくことにする。

　Popkowski　and　Rao（1990）は、実証分析に基づき、広告がメーカー広告の場合と

小売広告の場合とで、消費者の価格感度に与える影響は異なることを示した。即ち、

メーカー広告の場合には消費者の価格感度を低め、価格志向の小売広告の場合には価

格感度を高めるとした。また、Kaul　and　Wittink（1995）は、価格を提示する価格広告

と、価格を提示しない非価格広告とに広告を分類し、それぞれで消費者の価格感度に

与える影響が異なることを示した。即ち、価格広告の場合には消費者の価格感度を上

げ、非価格広告の場合には価格感度を下げるということを示した。メーカー広告に非

価格広告が多く、小売広告に価格広告が多いことを考慮すると、両研究は整合性が取

れているといえよう。

　2．Simonの研究とその意義

　広告の効果測定モデルにおいて著名なモデルとして；S　Simon（1982）のADPULS

モデルとLittle（1975a，b）のBRANDAIDモデルがある（Rossiter　and　Percy　1996）。

LittleのBRANDAIDモデルは、マーケティング・ミックス・モデルとしては優れたモ

デルといえるが、広告のwearoutの過程を記述しているという点ではADPULSモデ

ルの方が、より精緻である。本稿においてはADPULSモデルに基づいて広告の価格

感度への効果を考慮したモデルを構築していく。ここでは、Simdn（1982）のモデルの

意義について明確にしておく宅とにする。　　　　・

　Simon（1982）轍’Ha16y（f978）を始めとした多くの実証研究で示された広告の

wearoutの形状が既存のモデルに反映されていないことを指摘した。即ち、既存の実

証研究から、広告量が増加される場合と削減驚れる場合でその時の売上への効果の変

化率と変化過程が異なる（図表II－1）ことが示されているのであるが、その変化過程

が数量的モデルにおいては反映されていないことをSimon（1982）は指摘した。その上

で、以下のADPULSモデ～kを構築した。

　　qt＝a＋λ・q・．．・1＋か1nん＋‘・m毅偽△Ai｝　　　　　　　（1）洩2

注2Simon（1982）では、モデルを提示す蓉都鎗で儲瓢賜｛qg（△A，）｝としているが、その推定に際しては

　max｛0，△A，｝としている。
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図表II－1
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　ADPULSモデルは、実証研究で観察された広告効果のwearoutの形状を適切に記

述している点で他のモデルより優れているといえる。しかしながら、実際には頻繁に

購買される非耐久消費財の場合には、値引き等の価格要因もかなり影響していると考

えられる。また、その価格要因は広告の影響を受けていることが前節で述べたような

既存研究からも予想される。

　図表II－2

　　　　　　　売上
　　　　　　　　　　　　　　広告童の増掬を梓った価絡の引き下lf
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図表II－3

　＼価格　　、魑

L告＼
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増加 正の売上反応
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　SimonはADPULSモデル以後に、広告と価格の交互効果を考慮したモデルを構築

している（Simon　and　Kucher　1987）。このモデルでは価格の変化と同時に広告量を変

化させた場合に、交互作用が働くということを考慮した。

　図表II－2は、広告量が一定のまま価格を変化させた場合と異なり、広告量も変動

させた場合には交互作用が働くという彼らの見解を示したグラフである。即ち、「も

し価格が一定で広告量が増加されれば、広告の主効果によって、売上は図表のBから

Cに増加する。価格の引下げと広告の増加が同時に行われた場合、広告が一定である

場合の反応（傾き）よりも強いか、少なくとも同じ強さの反応が起こる。また、価格引

上げと広告の増加が同時になされた場合、売上反応は広告が一定のときほど強くな

い。」という見解である。この見解の根拠は、図表II－3にまとめられている。この見

解から、Simonらは以下の4つの仮説を設定した。

1．価格引上げの売上反応は、広告量の増加を伴う時は、広告量の減少を伴う時ほど

　強くない。（1b，1＞lb，1）

2．価格引下げの売上反応は、広告量の減少を伴う時は、広告量の増加を伴う時ほど

　強くない。（1b，1＜lb，1）

3．もし広告の量が増加されるならば、価格引上げの売上反応は、価格引下げの売上

　反応ほど強くない。（lb21＞lb41）

4．もし広告の量が減少されるならば、価格引下げの売上反応は、価格引上げの売上

　反応ほど強くない。（lb，1くib，・1）　　　　　　、

　これらの仮説に基づき以下のモデルが構築された。前掲の4仮説の各末尾の括弧内

の不等式は、このモデルに基づいて仮説を記したものである。

　　　qt＝α1十a2q亡一1十ft（X，）十b，　PRAi～t十∂2PiRAI，十防朋1～t十∂4朋1，
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ft（X，）：t期の様々な変数の関数

、PRA　R，：価格引下げ、広告減少（ダミー変数）

PRAI，：価格引下げ、広告増加（ダミー変数）

P磁凡：価格引上げ、広告減少（ダミー変数）

PIAI，　：価格引上げ、広告増加（ダミー変数）

（2）

　　　ab＿，b，：パラメーター

　このモデルに関して10ブランドに対してパラメータ推定を行った。その結果、（10ブ

ランド×4仮説）40のうち、36が支持された。

　このモデルは、広告と価格の交互作用の非対称性に注目し、考慮したモデルである

といえよう。しかしながら、筆者自身も指摘しているように、このモデルは交互作用

効果の方向性に関して示唆を与えているものの、効果の量的側面に関して言及するも

のではない。また、ADPULSのように広告のwearoutを記述したモデルではない。

　よって、本稿ではSimonのADPULSモデルに価格要因を考慮したモデルの構築

を試みていく。

III．モデル構築

　本稿においては、価格要因の影響を考慮したADPULSモデルの改良型モデルを構

築していく。本稿のモデルで扱う要因は広告と価格であり、この2つの要因に関して、

本稿のモデルは以下の特徴を備えている。

①広告は価格感度に影響を与える

　これは、前述の通り、既存の多くの広告の価格感度研究において示されてきている

特徴である。既存研究を踏まえると、本稿で扱っているメーカー広告の場合には消費

者の価格感度を低めると考えられるため、Simon　and　Kucher（1987）の研究で図示さ

れた図表II－2のような影響を与えると考えられる。

②広告量が増加する場合と減少する場合では、その効果の変化過程は異なる

　これまで述べてきたADPULSモデルからの適用であり、図表II－1に示されたよ

うに、広告量が増加する場合には、その売上への効果は一旦急激に増加しその後徐々

に減少していく。これは、広告量が減少する場合に、その効果が徐々に減少していく

過程とは異なる。

③　価格が引き上げられる場合と価格が引き下げられる場合で、そのインパクトの大

　きさな奏なる　　・

　これは、本稿ではこれまで触れられてこなかったが、Kahneman　and　’Tvarsky

（1979）のプロ又ペクト理論に基づくものである。プロスペクト理論とは、変化量は同
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じであっても、価格が引き下げられる場合よりも価格が引き上げられる場合の方が影

響力は大きいことを示す理論であり、価格変化に対する知覚の非対称性を主張する見

解である。プロスペクト理論は、特に参照価格研究においては、消費者の参照価格か

らの乖離を示す「損失の回避」を説明する理論として知られている。今回、本稿にお

いて扱っている価格変数は参照価格を表すものではないが、値引きと値上げに関して

もその反応の大きさは非対称であると予想されるため、モデルへの反映を試みる。

　以上をうけて、本稿のモデルではSimon（1982）のモデルに価格変数を加える。そし

て、それは広告量及び広告量の前期からの変化量（前期との差）の影響を受けるものと

する。パラメータは消費者の価格感度を反映したものとなる。この広告の価格感度へ

の効果は、Yohar（1997）の研究において採用された変動パラメータ平均モデル（Vary－

ing　Parameter　Averaging　Mode1）手法を採用する注3ことでモデルに反映させる。そ

の結果、次のモデルが構築された。

q・t＝ab＋al・qt－1＋OP・lnん＋dy・P，＋a、・max｛0，△A，｝＋ast・min｛0，△P、｝

　　十a6t・max｛0，△P¢｝十et　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）

　ここで、

　　　qt，　qt．1：t期およびt－1期の売上

　　　A，：広告量

　　　P‘，Pt－i：価格

　　　△A，＝A，－A，＿1

　　　△P，＝P，－Pt＿i

　　　et：N（0，σ2）に従う誤差項

　　　al，＿，tZ6t：パラメータ

　Simon（1982）と同様に、広告の効果は低減していくと考慕られるため、　Atについて

は対数をとった。また、ここで、広告が価格感度に影響を与えることを考慮するため、

as　t，　CZ6tを以下のように規定する。

　a6t＝　al十β1・max｛0，△A，｝十γ1・ln／1t十ε1　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）

　晦錯α2・十β』・max｛0，△A，｝十72　’　lnAビe　e2　　　　　1　　　　　　　　　　　　　（5）

　　　ai，βゴ，γi：パラメータ　（ゴ＝㍉1，2）

　　　ε1：N（0，6i2）に従う誤差項（i＝，1，2，）

注3消費者のプランドに対する態度（評価）を示すモデルを提示したYohar（1997）の研究では、消費考の情

　報処理能力、タイムプレッシャーなどの要因が新しい情報の影響力（ウエイト）に影響することを反映

　させたモデルを構築してお’り、その影響の過程に変動パラメータを採用している。
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ここで（3）式に（4）、（5）式を代入すると、次式を得る。

qt＝da＋al・q，．1＋の・lnAt＋a9・max｛0，△A，｝＋（α！＋β1・max｛0，△A，｝＋7i・lnAt＋ε1）

　　　・min｛0，△p，｝十（α2十β2・max｛0，△A，｝十γ2・lnAt十ε2）・max｛O，△p，｝十et

　　＝偽＋al・q，－1＋の・lnAt＋偽・max｛0，△A，｝＋α1・min｛0，△P，｝＋β1・max｛0，△A，｝

　　　・min｛0，△P、｝＋7i・1n・4，min｛0，△P，｝＋α、・max｛0，△P，｝＋β、・max｛O，△A，｝

　　　・max｛0，△p，｝十γ2・lnAtmax｛0，△p，｝十min｛0，△p，｝・ε1十max｛0，△p，｝・ε2十et

　　＝μ‘＋ζ‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）

但し、

μ＝偽十al・qt－1十の・lnAt十鈎・max｛0，△A，｝十α1・min｛0，△p，｝十β1・max｛0，△、4，｝

　　　・min｛O，△p，｝十γ1・lnAtmin｛0，△p‘｝十α2・max｛0，△p‘｝十β2・max｛0，△A，｝

　　　・max｛0，△P、｝＋72・lnA，max｛0，△P，｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）

ζ，＝min｛0，△p，｝・ε1十max｛0，△p，｝・ε2十et　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）

である。誤差項εi、e澗は独立であると仮定すると、　qtは2＞（μt，θ～）の正規分布に従

う。ここで、

θ～＝min｛0，△P，｝δi2十max｛O，△P，｝622十σ2　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）

である。この時、T期間のqtの尤度関数は

L（＃…e・2）一 ﾖ呵」耀）2｝
　　　　一（2・e・・）・－9・・xp｛－2毒零（　μ）1

（10）

となる。この尤度関数L（μ，θ，2）の最尤推定量が求められるべきパラメータである。

N．まとめ

　本稿は、Simon（1982）のADPULSモデルをもとに、価格要因を考慮した広告効果

測定モデルの構築を試みた。そして、変動パラメータをモデルに適用することで価格

要因への広告の効果を記述した。

　また、本稿は既存研究と関連した2つの示唆を得るものである。

　1つは、ADPULSモデルの拡張というだけではなく、Simon　and　Kucher（1987）の

モデルの拡張であるという点である。（6）式から明らかなように、広告の価格要因へ
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の影響は、交互作用項として表される。この交互作用は価格の引き上げの場合と引き

下げの場合で別々の項で示されており、広告量が同量増加しても、価格が値上げされ

る場合と値引きされる場合でその売上への効果は異なっていることを示している。こ

れは、ちょうどSimon　and　Kucher（1987）の研究における交互作用項のPIAI，　PRAI，

に当たるものである。Simon　and　Kucher（1987）との違いとしては、　Simon　and　Ku－

cher（1987）のモデルでは交互作用はダミー変数という形で組み込まれて効果の方向性

のみが考慮されているのに対し、本稿のモデルではその量的側面をも考慮している。

　また、2つめは、本稿のモデルはKahneman　and　Tvarsky（1979）のプロスペクト

理論に基づく「損失の回避」を検証するものであるという点が挙げられる。即ち、推

定の結果1β、1＜1β21が示されれば、広告の変化量は同じであっても価格が引き下げら

れる場合よりも価格が引き上げられる場合の方が影響力は大きいことが検証される。

　また、本稿のモデルの実証に際して注意を要する点としては、使用するデータのイ

ンターバルに合わせてラグの部分を調整する必要があるということである。Simon

（1982）のADPULSモデルでは△A，；．4，一．4‘－1という形で前期の広告量の影響を考

慮している。そして、その実証には月次のデータを使用している。データのインター

バルによってその効果に違いがあることはClarke（1976）においても指摘されている

ことであり、週別のデータを用いる際には、この広告の効果のラグの部分に関して検

討すべきである。

　本稿で提示されたモデルは、今後実証を踏まえてモデルの有効性および広告の価格

感度への影響に関して検証し、更なる検討を行う予定である。
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